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第1 紛争解決の審議経過および結果忙ついて  

当委員会は、昭和54年9月29日東京都生活物資の危害の防止、糞示等の   

蓼発行為の適正化及び消費者被害救済に関する条例簡26粂の規定に基づき知   

事から付託された「布田ならびにカセット教材（訪問販売）購入契約の解除托   

関する紛争事件」2件について、これをすみやかに解決するため、同日直ちに、   

学識経験者重昂3名、消費者委員1名、事業者委員1名をもって構成するあっせん   

部会な設け、あつせん忙よる解決な図った。  

あっせん部会は、同年10月19日の策l回部会以降5回の部会を開催し、   

この間、布団、カセット教材両紛争事件当事者から事情聴取を行い、紛争事件   

の内容等について慎重に審議した。  

同年11月13日の第4回あつせん部会にぉいて、まザ布団忙関する紛争事   

件当事者双方に対し、部会の見解およびあつせん薬を提示し、これによわ両者   

間の紛争を櫨決するよう求めたところ、当事者双方が同意し、あつせんが成立   

した。又同年12月10日の第5回あつせん部会匿おいて、カセット教材陀関   

する紛争事件当事者双方忙対し、布団と同様の手続をふみ、あつせんが成立し  

た。  

当委員会は、同年12月24日、あつせん密会から本紛争事件2件の処理の   

経過および結果忙ついて報告を受け、これを了承した。一  
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第2 紛争の概要〔委員会付託昭和54年9月29日都民消消第315号〕  

1 布団忙関する紛争の概要  

女性会社員 

〕   

相談者 Aさん  

相手方 B 社   

相談概要  

昭和54年6月16日（土）上記会社のセールスマンT氏の来訪を受け  

「リウマチヤ神経痛の‥人Kよ，い」とすすめられ、羽布団（掛布団）2牧羊  

毛布団（敷布団）2枚、（価格435，920円、内金5万円、残少割賦）  

の購入契約をし七しせったム   

あとで冷静忙をってみたら衝動的に契約してトまったことに気付き、同  

日、B社に電話をし、0さんという人に解約を申出たところ、「直接本人  

に連絡するよう忙」と言われ、6月18日（月）午前9時陀再び会社忙電  

託をしたが、で氏がやはわ不在であったので、電話の応待に出た社員托同  

様の申出と、T氏への伝言を依板した。翌、6月19日（火）T氏への連  

絡がとれたので、「綿の夜具の方がよいから解約したい。持っていったふ  

とんを返してもらいたいので、至急手続きをと．ってほしい」と依頼した。  

6月20日（永）T氏より「下取りとして受け取った布団は処分してしせ  

ったし、契約解除は口頭ではだめだ。「また4日以上経過したら解除できな  

い。」と言われた。翌6月21日（木）、内容証明郵便托て経過および契  

約解除の通知を発送したところ、22日（金）相談者の勤務先陀電話連絡  

があゎ、「社中で検討した結果、敷布団1枚の解約は認めるが、それ以外  

は認められない。」と検討結果を伝えてきた。   

以上のような交渉の経過の説明ととも陀、契約を解除したいが菓者の言  

うよう把不可能なのだろうかと、昭和54年6月26日相談が寄せられた。   

消費者セ∴／クーにおける処理経過   

相談が寄せられた6月26日、事業者のB社、0氏に対し、相談者から  

の申出内容を伝え、文蓉搾よる通知は遅れたものの、クーリング・オフ期  

間中把解除の窓思は伝えられているので、無条件解約忙よる善処を依頼し   

た。  
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翌6月27日、で氏より「契約時に商品を渡した。その時梱包のビニー  

ルなどは不用だから持ち帰ってほしいと言われ、ほどき持ち帰った。商品  

は押入れ忙しせつ窄はずなので商品価値は損なわれているし、解約料がか  

かると思う。お客さんからは、はじめ2組のうち1組だけ解約したいと言  

ってきたので、それをらば応じてもよいとの返事をしていた」と無条件解  

約けこは、雉色を示した回答が寄せられた。   

センターからは再度の検紆を求め、結果報告を依頼する。  

その後、検討結果の報告が寄せられ凌いので、7月10日店長忙問いただ  

したところ、「T氏からは同センターと10パーセントの解約料で詰がつ  

いたと問いていたが……… 」と撃実に反した説明を受けたので、その点を  

指摘すると共に再度の社内検討を依廟した。   

7月17日に至少、店長から「本契約解除は10パーセントの解約料を  

いただきたい。尚、下取り品に対しては、同等品の返還を行う。」と′の最  

終回答があゎ、双方の主張が対立したまゝでセンターでの処理は困難と売  

った。  
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カセット教材忙関する紛争の概要  

上
仁
 

′
一
 
 

者
 
 

談
 
 

Cさん  一男性  

用 D 社  

－ソ会社 E 社   

相談概要   

昭和54年4月4［‡、D社のセールスマンの訪問を受け、内金5．00 0  

円を支払ってカセット教材（21亀500円）の購入契約をしてしせった。   

よく考えてみたところ、支払不可能な買物の突約をしたことに気付き、  

2日後の4月6日、D社に電話にて解約を申出て、さらにローン会社のE  

礼にも伝え7承してもらった。   

解約忙ついては了承されたものと考えていたのに、4月8日、業者から  

商品が送りつけられてきた。その商品をローン’会社に返しに行ったとこ阜、  

受照ってもらえず、持ちかえって、交渉を続ける中で、「4月6日忙契約  

申込みの撤回な伝えてあったことと、商品は返送する」むね、ローン会社   

E故に内容証明郵便で通知するとともに商品を返送した。しかし、ローン  

会社E社からは、ローン返済の催促がきて因っている。   

消費者センターにおける処理経過   

5月30日センリー佐相談が寄せられたが、相談者政友人と対処につい  

て話し合いとのことで的1か月ほど経過をみることとした。   

7月4日ローン返済の催告炊が届いたとの連絡をうけたので、7月6日、  

ローン会社E社およびD礼の双方に経過をたずねるとともに、善処を申入   

れる。  

ローン会社E社からは「解約の話はあったがD社控問い合せたところ、¶今  

度キャンセルはできない’’と言うことだったのでD社が解約しないのなら、  

当方は支払済代金をいただかねば怒らないので清泉をした。教材は当方で  

預っているので返還しなければと思っている。」との回答が寄せられた。   

また、D社に対し、相談者は2日後の4月6日に契約解除の申出を電話  

で行ったそうだが、書面ではなかった忙しろ、クーリング・オフ期間内の  

ことでもあるし、道義的な立場から解約に応じてはもらえをいかと善処方  
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を依頼したと与ろ、電話忙よる解約申出めあったことについては、「あっ  

たようですね」と認めつつも「道義的云々をするならば、大人の結んだ契  

約を履行しない方がおかしい。債権はすで匠ローン会社E故に移っている  

し、解約忙揉応じられない。」との返事を受けた。センターではさら忙、  

「p－ン会社の方では貴鱒が癖約に応じてぃただければ、検討してもよい  

と言っていた。また、クーリング・オフ期間後の教材関係の解約について  

も、割蟻協会で標準的手数料率を設定し、同菓他社の多くほこの事教科 

で解約に応じている。その手数料率によって応じられないものか。」重ねて   

ただしたが、いずれも応じる意志はないとの回答で、センターでの処理は   

困難となった。  
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第3 あつせん部会 報告書の内容  

1 あつせんによカ成立した協定条項 

1）布団忙関する協定条項  

（ユ）申立人（A）、相手方（B社）  

双方間の昭和54年6月16日何夜具一式（ニ組）の売買契約が、昭  

和5 4年6月16日ないし19日申立人の解約申入れによって解約され  

たことを認める。  

（2）相手方は、申立人に対し、昭和54年11月148まで搾、前項契約  

成立忙際し、受取った金5万円を全額返還する。  

（3）相手方は、申立人把対し、前i項発給成立把険し、下凝少した掛布団  

3、敷布団3、マットレス1（いずれも申立人が使用中であった。）の  

代替品として、相手方の受ける下顎晶のなかから、掛布団3、敷布団台 

を作るに必要な意の綿（杓40kg）を鍵供するものとする0この綿搾つ  

いては、申立人が選定することとし、東京都が立会うものとする。  

（4）・申立人は、相手方に対し前項の綿を受取るのと引換え忙受取りずみの  

商品、寝具一式（二組．）全部を相手方陀返還する。但し申立人は返還拓  

いたるせで、善良の管理者の注意をもって保管しなければなら夜い。  

ボ）相手方は、前項申立人が保管中の商品、寝具一式（ 

行くものとし、その際申立人控換供する綿（的40kg）を搬送するもの  

とする。双方、当事者は、（3）ないし（5）項をすみやかに完了することに努  

める。  

（6）以上のほか、当事者間には、何んらの債権、債務がない。  

2）カセヅ．ト教材に関する協定条項  

（1）申立人（C）及び相手方（D社）は、双方間の昭和54年4月4日付、  

カセット教材（一式）の売買契約が同年4月6日、申立人の解約申入れ  

によって、解約されたことを認める。  

（2）本件商品は、ローン会社E社が保管中であるので、同社と相手方との  

間において処理する。かつ、本件売買代金匿ついても、同社と相手方と  

の間把おいて処理し、申立人忙は一切、請求しをい。  
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（3）申立人は、契約成立K際し相手方匠支払った内金5，000円を申立人、   

相手方合意によ少放棄する。相手方は本項以外の解約料を請求し凌い。  

（4）相手方関係会社（F社）は、本件協定忙ついて協力する。  

2 部会のコメント  

1）「訪問販売忙よる布団の売買契約の解除忙係る紛争」（以下単忙布団の  

ケースという。）佗ついては、双方当事者の事情聴取（各1匝りを行なつ   

たが、焦点は、口頭による解約申し出をどう評価するか忙あるから、事情   

聴取も、口頗忙よる解約申し出がどのよう、にしてなされ、相手方はこれを  

了知したかどうかを中心に行漁った。  

相手方においては、冒頭から無条件解約を認めることも考慮するという   

態度をとったので、当初から円浦解決への見通しをもつことができた。   

2）一方「訪問販売托よるカセット教材の売買契約の解除に係る紛争」（以   

下単忙カセット準材のケースという0）については、申立人から事情聴解   

（1回）を行なった。また相手 

れしたが、次のような事情で、直接相手方からの事情聴取は行なわなかつ  

た。  

相手方は、F社が翻訳製造したアメリカ裂教材の販売を専属で行う販売   

会社であるが、本件紛争を知った製造元というべきか社が、相手方を指導  

して解約忙応じる旨、また、事情聴取にも相手方に代って出席する旨申し   

出がありこせた相手方もちれに同意していることから当掛金では、F社の  

貴任着から事情聴取（1回）を行覆いその後も、あつせん部会では、F社  

と相手方両者の連絡をと少ながら問題の処理佐世たった。従って「カセッ  

ト教材のケース」の協定番には、相手方とF社両者が署名捺印している。   

3）上記のとおわ、カセット教材のケース托ついては、製造元の会社が紛争  

解決搾極めて協力的であったことが、円満解決を可能とした。一般的には、  

販売者側が消費者との紛争匠強硬夜態度でのぞむ背景には、当該商品の仕  

入元ヤ製造元などの販売方針や畢引条件がからんでいるのが一般である。  
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従って消費者と販売会社との紛争解決忙ついても、販売会社のみとでは、  

解決転限界があることも、当然考えら中るのであゎ、このような場合忙は、   

流通過程を遡及するかたちで、関連事業者の参加を求め、消費者と流通、   

製造過程全体との間で妥当豪解決を図ることが必要であゎ、かつせた有効   

であると思われる。  

カセット教材の場合膵限らず、今後の紛争解決忙当っては、このような   

考え方から、関連事業者¢参加を求めていぐことがあわうると考えている。  

4）次忙、双方のケース忙おいて、最も重大を争点とをったクーリングオフ  

期間内における口頭の解約申出に関しで、その法的効果陀ついての意見を   

のべる。  

（1）せず、事実関係としては、双方匿共通して次のことが認め【られた。  

ア 契約の締結  

イ 電話匠よる解約の申し出  

ウ 商品の不使用（布団のケースでは自宅に保管。カセット教材の場合  

ほローン会社へ返還）  

エ クーリン′グオフ期間経過後、内容証明郵便忙よる解約申し出（布団  

のケースでは契約日から6日目、カセット教材のケ∴スは約1ケ月後）   

オ 相手方は、電話把よる解約申し出を確認（布団あケースでは、店長  

が担当員忙連絡するととも托、下敬わ畠の処分中止を指示。但しこの  

指示は徹底せず申立人の品物は廃東雲れる。カセット教材の場合は、  

相手方から事情聴取を行をっていをいが、消費者セ／クーが行なった  

事情聴取では、申◆立入から解約申し出な受けたことを容顔していた。）  

（2）ところで、訪問販売等に関する法律（以下訪販法という）第6粂の規  

定は、「書面により」解約の申し出をすることができるとされているの  

で、クーリングオフ期間内の解約申し出は、蓉面佐よる場合忙限定され  

るのか、それとも、口頭による申し出も有効であるかという問題な生じ  

たわけである。  

当部会は、結論として、解約申し出は、口頭忙よることもできるもの  

であゎ、審面による方がよ少好せしいけれども、必ずしも必要なことで  
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はないと考える。   

その理由は、以下のとおカである。   

ア 訪販法は、消費者と訪問販売貴著との間においてトラブルが多発し  

ている現況忙かんがみ、消費者の利益保護を主たる目的として制定さ  

れたものであゎ、クーリン／クオフの制度も、消費者忙対し再考の後金  

を与え為ために設けられたものである。  

このような消費者保護の立法趣旨からみて、クーリングオフ制度を  

吾面搾よる申し出に限定しなければなら凌い必然性は全くなレ㍉  

訪販法搾ついての国会審議の経過内容をみても、帯6粂忙よって、  

消費者匠対し4日間の無条件解約権が付与されるものとされてお力、  

これが寮面陀よる場合に限定される夜どということは一切問題とされ  

ていない。  

イ 蓉面によることが、後日紛争が生ずることのないよう陀明確－に－して  

おくために、望ましいことば否定できないが、この法律の趣旨ほ、解  

約申し出が番面托よらなければ効力がないとするものでは夜レ㍉   

り 特忙我が国における電話の発達、一般化および取引に書面を用いる  

慣行が一般消費者の間にあまカ普及していないという社会的背景を衰  

えると、少くとも意思の伝達されたことが認められる限少、消費者の  

主張忙よる解約申し出を否定することはできない。  

そして口頭の解約申し出を有効と認めても、事業者搾不当夜不利蚕  

を与えることはない。   

ユ ただし、口頭にせよ、書面托せよ」解約申し出があったかどうかは、  

消費者が主張立証しなければをらない。  

従って、 解約申し出をする消費者は、単に口頭で申し出れば足りる  

というのではなく、ヤはわ後日の証拠となカヤすい春画、できれば内  

容証明郵便のようを番面忙よってすることが間違いないところであろ  

う。  

5）最後忙、訪問販売によるトラブルが非常陀多く発生している状況にかん   

がみ、当委員会が扱った事例秦件をもと忙して、あらためて下記の事項に  
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ついての検討をすふ必要があると考える。   

1 クーリング・オフ期間の妥当性忙ついて  

1解約申し担方法の改善（容易化）について  

1 販売会社と■ローン会社との関連について  
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〔参  考  資  料〕  

1 東京都消費者故事救済委員会 審議経過  

回 数   開 催 日   密 談   内  容   

欝1回  54年 9月29日   1．知事から付託された「訪問販売忙よる布団をらび忙  

（土）   カセット教材両件の購入契約の解除K関する紛争」  

（54都民消消欝315号）忙ついて審議  

2．委員会搾上記2件の事件忙ついての「凌〉つせん部会」  

設置  

あつせん部会の構或（三者委員 5名）  

部会長 清  水  誠（学識経験者委員）  

委 員 正  田  彬（   〝   ）  

〝  野  村  宏  拾（   〝  ）  

〝  中  村  紀  伊（消費者委 員－）  

〝  菅，谷 頼 通（革具者委員）   

第2回  54年12月24日  1．「訪問販売搾よる布団憤らび搾カセット教材両件の  

（月）   購入契約の解除忙関する紛争泰件」についてあつせん  

部会の報告を受け、内容等について審議  

2．あつせん部会からの報告、投薬された通ゎ、委員会  

として決定。  
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2 童〉つせん部会審議経過  

回 数   開 催  日   審  議  内  容   

舞1回  昭和54年10月19日   「訪問販売忙よる布団の売買契約の解除に関する紛  

（金）  ’争（以下紛争1とする）」について  

申立人からの事情聴取  

〔出席者〕  

申立人  A琶ん  女性  会社員   

第2回  昭和54年10月30日   「紛争1」忙ついて  

（火）   相手方から■の事情聴取  

〔出席者〕  

相手方  B 社  0氏  で氏   

欝3固  昭和54年11月 2日   「訪問販売によるカセット教材の売買契約の解除忙  

（金）  関する紛争（以下紛争2とする）について  

申立人からの事情聴取  

〔出席者〕  

申立人  Cさん  男性  自営業   

第4回  昭和54年1・1月13日   「紛争1」忙ついて  

（火）   1．当時者双方托部会のあっやん秦を捜示説明  

2．部会あつせん薬をもって当時者双方の合意成立  

3．あつせん部会立会いのもと忙当事者双方は協定書  

調印。  

〔出席者〕  

申立人  Aさん  

相手方B社K氏  

「紛争2」忙ついて  

関係事業者からの事情聴取  

〔出席者〕  

相手方関係会社 F社 丁氏  

ローン会社  E社 F氏   

56  ー12…   



回 数   開 催  日   審   議   内   容   

第5回  昭和54年12月10日   「紛争2」忙ついて  

（月）   1．当事者双方に部会の■ぁっせん賽を提示説明  

2．部会あつせん秦をもって当事者双方の合意成立  

3．あつせん部会立会いのもとに当撃者双方は協定轟  

調印。  

〔出席者〕  

申立人  Cさん  

※相手方は都合忙より欠席  

（革細搾同意、署名捺印）  

4．あつせん部会め報告替佐ついて審議   
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3 東京都消費者被害救済委員会委員名籍  

◎ 会長  ○ 会長代理  

氏  名   現  職   今回のあつ・飢′部会   

学識経験ぁある者  

◎高 柳 信 一  東京大字社会科学研究所教授（行政法）  

○清 水  誠  東京都立大学法学部教授（民法）   部 会 長   

正 円  彬  慶応義塾大学盛栄研究所教授（経済法）  部会長代理 

土 屋 鉄 蔵  弁 護 士（東京弁護士会所属）  

野 村 宏 治  弁 護 士（欝一束京弁護士会所属）   委  員   

消  費  者  

中 村 紀 伊  主婦連合金副会長   委  員   

並 木  良  東京都地域婦人団体連盟副会長  

和歌森 玉 枝  東京都地域消煮者団体連絡会中央委員  

事  業  者  

澤 村 嘉 一  東京商工会議所国民生活委員会委員長  

菅 谷 頼 道  東京都中小企業層体中央会専務理事   委  員   

田 村 市 郎  東京都商工会連合会専務理事  

部 会（3部会）  

1．あつせん部会 事件ことに会長の指名する学識経験者、消費者、夢菜者の三  

者委員をもつ七構成  

2■ 調停部会 学顔経験者委員全員をもって琴成  

3．訴訟援助部会 学識経験者奈良全員をもって構成  
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